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P１

款・項・目 020102広聴広報費

※事務事業コード／ 102010202 平成 23 年度 事務事業シート
部署名 部 市長公室 課 広聴広報課 事業年度期限 （平成 年度～平成

市民協働 共催
総合計画

コード

年度）

5121
新規／継続

（事業区分１）
継続

目　的
（成果）

市民参画意識の向上と参加機会の拡充を図り、市民と行政による協働のまちづくりを進める。

内　容
（概要）

市民との懇談会を通じて、市民参加のまちづくりを進めるための意見・提言をいただき、市政運営に反映させる。
自主的な地域活動の取り組みを支援するため、地域づくり活動を行うグループ等に対する補助金を交付する。

事業名 02市民参画事業
会　計 一般会計

■事業費 (単位：円）
平成21年度 決算 平成22年度 決算 平成23年度 予算

事業内容

市民懇談会の開催
まちづくり委員会の開催、提言書作成
大好きいばらき県民運動の活動支援
地域振興グループ等育成補助金の交付

市民懇談会の開催
市長と語ろうまちづくりミーティングの開催
大好きいばらき県民運動の活動支援
地域振興グループ等育成補助金の交付

市民懇談会の開催
市長と語ろうまちづくりミーティングの開催
大好きいばらき県民運動の活動支援
地域振興グループ等育成補助金の交付

【特記事項】

財源内訳

国庫支出金 国庫支出金 国庫支出金
県支出金 県支出金 県支出金

市債 市債 市債
その他 390,285 その他 その他 400,000

一般財源 130,062 一般財源 66,600 一般財源 100,000
計 520,347 計 66,600 計 500,000

歳出内訳

節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称

決算額計 520,347 決算額計 66,600

金額 うち臨時分
08 報償費 100,000 08 報償費 50,000 08 報償費 80,000
11 需用費 20,062 11 需用費 6,600 11 需用費 10,000
19 負担金、補助及び交付金 400,285 19 負担金、補助及び交付金 10,000 19 負担金、補助及び交付金 410,000

予算現額計 500,000
532,000 Ｈ22当初予算額 530,000 伸び率(％)

0
対・予 -5.7

人件費 職員人件費 0.7 人工 5,568,500 職員人件費
（参考） Ｈ21当初予算額

4,043,500 職員人件費 0.4 人工
対・決 650.8

3,540,680
総事業費 歳出+職員人件費 6,088,847 歳出+職員人件費 4,110,100 歳出+職員人件費 4,040,680

0.5 人工

無 有



　

■指標 P2
種類 指標名 単位 説明 平成21年度 平成22年度 平成23年度

活動
指標

市民懇談会の開催 回／年 年間の開催回数
目標 4

まちづくり委員会の開催 件／年 委員会開催の回数
目標

3 2
実績 1 1

8 - -
実績 7 -

成果
指標

市民懇談会参加者数 人／回 １回の開催ごとの参加者数（年内複数開催の場合は平均）
目標 30

地域振興グループ等育成補助金交付 件／年 地域づくり活動を行うグループ等に補助金を交付した件数
目標

30 30
実績 26 24

2 2 2
実績 2 0

■事務事業の点検
必要性の点検 ■課題と対応方策
　　　　法定受託事務であるなど、市が実施する義務がある

課題
　意見に加えて、活動面での参加を得ることで活性化が図られるものと思
われる。

　　　　事業を休廃止した場合、市民生活（行政サービスの提供）に深刻な影響が発生する
　　　　社会情勢の変化を踏まえても十分なニーズがある（ニーズを説明できる）
　　【必要性　Ｔｏｔａｌ判定】

次年度における
対応方策

（改善方策）
　市民活動の支援策を検討していく。

　＜Total判定の根拠など、必要性に関する補足説明＞
　市民参加のまちづくりに向け、市民と行政の対話の機会づくりや意見提言の取り入れ、地域活
動の支援を引き続き行う必要がある。
目標達成状況の点検 中長期的な視

点での対応方
策

（改善方策）

　協働のまちづくり指針に沿って、市民参加の仕組みづくりを推進し、市
民参加意識の向上と機会の拡充を図る。

　　    活動に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　    成果に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　  　 「取り組み方針（改善方針）」など指標に表れない事項について昨年度の目標は達成できた
　　【目標達成状況　Total判定】

■今後の方向性
一次評価　【課長評価】

　＜Total判定の根拠など、目的達成状況に関する補足説明＞ 評価者 根本　光男 担当課名 広聴広報課
　市民懇談会では、産業の活性化をテーマに活発な意見を得ることができた。また、市長と直接
対話する「まちづくりミーティング」を新設した。

事業の方向性 　 （ 年後を目処）

実施内容・方法の点検
事業費の方向性

　　　　社会情勢やニーズの変化等を踏まえると、サービス対象・水準を見直す必要がある
　　　　当該事業の受益者が特定の個人や団体に偏っている 次年度の

取組方針
（改善方針）

　市民の地域づくり活動と行政参加を推進するため、事業内容の検討等
を引き続き行う。

　　　　民間事業者やNP０などに任せられる業務がある
　　　　コストを下げる工夫が考えられる
　　　　成果を高める工夫が考えられる
　　【実施内容等　Total判定】 二次評価【部長評価】

部長名 島田昌男 担当部名 市長公室
確認

＜Total判定の根拠など、実施内容・方法に関する補足説明＞
より一層、市民参加の機会をつくる。

　大勢の参加と、参加者が意見を出し易くなるような方法を検討していく必要がある。

確認

A:高い（義務） B:普通 C：低い

A:目標よりも大きな成果が得られた B:概ね目標の成果が得られた

C:目標とする成果が得られなかった

A:見直す余地があり直ぐに実施 B：見直す余地があるが時間が必要

C：見直す余地がない

このまま継続 改善して継続 休廃止 終了

増額 現状維持 減額



+

P１

款・項・目 020102広聴広報費

※事務事業コード／ 102010203 平成 23 年度 事務事業シート
部署名 部 市長公室 課 広聴広報課 事業年度期限 （平成 年度～平成

市民協働 共催
総合計画

コード

年度）

5211
新規／継続

（事業区分１）
継続

目　的
（成果）

男女共同参画社会の実現を目指し、男女共同参画に関する取り組みを総合的かつ効果的に推進する。

内　容
（概要）

「市男女共同参画計画」により普及啓発事業を行い、市民意識の啓発に努める。

事業名 03男女共同参画推進事業
会　計 一般会計

■事業費 (単位：円）
平成21年度 決算 平成22年度 決算 平成23年度 予算

事業内容

普及啓発事業への参加
市民意識啓発のための講演会開催
男女共同参画計画の進行管理
イラスト・標語の募集

普及啓発事業への参加
市民意識啓発のための講演会開催
男女共同参画計画の進行管理

普及啓発事業への参加
市民意識啓発のための講演会開催
男女共同参画計画の進行管理
平成２５年度以降の計画の準備

【特記事項】

財源内訳

国庫支出金 国庫支出金 国庫支出金
県支出金 県支出金 県支出金

市債 市債 市債
その他 その他 その他

一般財源 300,996 一般財源 95,715 一般財源 338,000
計 300,996 計 95,715 計 338,000

歳出内訳

節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称

決算額計 300,996 決算額計 95,715

金額 うち臨時分
08 報償費 40,000 11 需用費 95,715 11 需用費 46,000
11 需用費 63,996 12 役務費 292,000
12 役務費 197,000

予算現額計 338,000
215,000 Ｈ22当初予算額 207,000 伸び率(％)

0
対・予 63.3

人件費 職員人件費 0.4 人工 3,182,000 職員人件費
（参考） Ｈ21当初予算額

3,234,800 職員人件費 0.4 人工
対・決 253.1

3,138,330
総事業費 歳出+職員人件費 3,482,996 歳出+職員人件費 3,330,515 歳出+職員人件費 3,476,330

0.4 人工

無 有



　

■指標 P2
種類 指標名 単位 説明 平成21年度 平成22年度 平成23年度

活動
指標

男女共同参画普及啓発事業への参加 回／年 男と女ハーモニーフォーラム、セミナー等への参加件数
目標 7

目標

7 7
実績 5 5

実績

成果
指標

講演会参加者数 人 男女共同参画普及啓発のための講演会の参加者数
目標 100

啓発のためのイラスト・標語 件 イラスト・標語の応募件数
目標

120 120
実績 126 -

30 - -
実績 74

■事務事業の点検
必要性の点検 ■課題と対応方策
　　　　法定受託事務であるなど、市が実施する義務がある

課題
　市男女共同参画計画を実現するため、効果的な啓発に努める必要があ
る。

　　　　事業を休廃止した場合、市民生活（行政サービスの提供）に深刻な影響が発生する
　　　　社会情勢の変化を踏まえても十分なニーズがある（ニーズを説明できる）
　　【必要性　Ｔｏｔａｌ判定】

次年度における
対応方策

（改善方策）
　県や近隣市町、女性団体と連携し啓発活動の検討を行う。

　＜Total判定の根拠など、必要性に関する補足説明＞
　社会情勢の変化のなかで、男女がお互いに人権を尊重し個性と能力を発揮することができる
男女共同の社会づくりが重要で、普及啓発が必要である。
目標達成状況の点検 中長期的な視

点での対応方
策

（改善方策）

　現計画の進行管理とともに、平成25年度からの新たな計画に市民や男
女共同参画推進委員の意見を反映させる。

　　    活動に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　    成果に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　  　 「取り組み方針（改善方針）」など指標に表れない事項について昨年度の目標は達成できた
　　【目標達成状況　Total判定】

■今後の方向性
一次評価　【課長評価】

　＜Total判定の根拠など、目的達成状況に関する補足説明＞ 評価者 根本　光男 担当課名 広聴広報課
　新たな普及啓発事業「パパと一緒にクッキング」を開催し大勢の応募を得るなど、目標とする普
及啓発を図ることができた。

事業の方向性 　 （ 年後を目処）

実施内容・方法の点検
事業費の方向性

　　　　社会情勢やニーズの変化等を踏まえると、サービス対象・水準を見直す必要がある
　　　　当該事業の受益者が特定の個人や団体に偏っている 次年度の

取組方針
（改善方針）

　男女共同社会への理解と普及啓発に向け、多くの参加が得られる事業
を計画していく。

　　　　民間事業者やNP０などに任せられる業務がある
　　　　コストを下げる工夫が考えられる
　　　　成果を高める工夫が考えられる
　　【実施内容等　Total判定】 二次評価【部長評価】

部長名 島田昌男 担当部名 市長公室
確認

＜Total判定の根拠など、実施内容・方法に関する補足説明＞
男女共同参画のさらなる推進を図る。

　引き続き、普及啓発手法の検討や女性団体との連携を進めていく必要がある。

確認

A:高い（義務） B:普通 C：低い

A:目標よりも大きな成果が得られた B:概ね目標の成果が得られた

C:目標とする成果が得られなかった

A:見直す余地があり直ぐに実施 B：見直す余地があるが時間が必要

C：見直す余地がない

このまま継続 改善して継続 休廃止 終了

増額 現状維持 減額



-

P１

款・項・目 020102広聴広報費

※事務事業コード／ 102010204 平成 23 年度 事務事業シート
部署名 部 市長公室 課 広聴広報課 事業年度期限 （平成 年度～平成

市民協働 市民の関与
総合計画

コード

年度）

4114
新規／継続

（事業区分１）
継続

目　的
（成果）

市外の地域や団体との産業、文化、教育等の交流を通じて、相互が情報を交換し理解を深めることで、市民生活や経済活動などの向上を図る。

内　容
（概要）

東京都板橋区と秋田県美郷町との交流を図る。

事業名 04都市交流事業
会　計 一般会計

■事業費 (単位：円）
平成21年度 決算 平成22年度 決算 平成23年度 予算

事業内容

板橋区との防災、産業、文化等の交流
秋田県美郷町との交流
市内交流事業のデータを収集し、各課と連
絡調整会議を開催

板橋区との産業、文化等の交流
各分野で行われている交流の総合調整

板橋区との産業、文化等の交流
各分野で行われている交流の総合調整

【特記事項】

財源内訳

国庫支出金 国庫支出金 国庫支出金
県支出金 県支出金 県支出金

市債 市債 市債
その他 その他 その他

一般財源 41,800 一般財源 47,855 一般財源 53,000
計 41,800 計 47,855 計 53,000

歳出内訳

節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称

決算額計 41,800 決算額計 47,855

金額 うち臨時分
11 需用費 41,800 09 旅費 2,000 09 旅費 2,000

11 需用費 45,855 11 需用費 51,000

予算現額計 53,000
47,000 Ｈ22当初予算額 54,000 伸び率(％)

0
対・予 -1.9

人件費 職員人件費 0.2 人工 1,591,000 職員人件費
（参考） Ｈ21当初予算額

1,617,400 職員人件費 0.1 人工
対・決 10.8

1,126,580
総事業費 歳出+職員人件費 1,632,800 歳出+職員人件費 1,665,255 歳出+職員人件費 1,179,580

0.2 人工

無 有



　

■指標 P2
種類 指標名 単位 説明 平成21年度 平成22年度 平成23年度

活動
指標

交流活動 回／年 （相手方）行事への参加回数
目標 2

目標

2 2
実績 2 2

実績

成果
指標

連絡調整会議の開催 回／年 会議の開催
目標 1

目標

1 1
実績 1 0

実績
■事務事業の点検
必要性の点検 ■課題と対応方策
　　　　法定受託事務であるなど、市が実施する義務がある

課題
　相手方行事への参加人員を増やすなどして、市のピーアールを図る必
要がある。

　　　　事業を休廃止した場合、市民生活（行政サービスの提供）に深刻な影響が発生する
　　　　社会情勢の変化を踏まえても十分なニーズがある（ニーズを説明できる）
　　【必要性　Ｔｏｔａｌ判定】

次年度における
対応方策

（改善方策）
　連絡調整会議を開催し、今後の交流について検討していく。

　＜Total判定の根拠など、必要性に関する補足説明＞
　防災や産業、教育など、各分野で交流を行っているが、引き続き、効果的な事業に取り組み交
流を深めていくことで、市民生活や経済活動の向上が考えられる。
目標達成状況の点検 中長期的な視

点での対応方
策

（改善方策）

　都市交流を推進し、市のピーアールと産業の活性化を図る。
　　    活動に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　    成果に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　  　 「取り組み方針（改善方針）」など指標に表れない事項について昨年度の目標は達成できた
　　【目標達成状況　Total判定】

■今後の方向性
一次評価　【課長評価】

　＜Total判定の根拠など、目的達成状況に関する補足説明＞ 評価者 根本　光男 担当課名 広聴広報課

　連絡調整会議は開催できなかったが、目標とした活動を実施し交流を図ることができた。 事業の方向性 　 （ 年後を目処）

実施内容・方法の点検
事業費の方向性

　　　　社会情勢やニーズの変化等を踏まえると、サービス対象・水準を見直す必要がある
　　　　当該事業の受益者が特定の個人や団体に偏っている 次年度の

取組方針
（改善方針）

　各交流事業の連携により、双方のニーズや効果を捉え、交流のメリットを
高めていく。

　　　　民間事業者やNP０などに任せられる業務がある
　　　　コストを下げる工夫が考えられる
　　　　成果を高める工夫が考えられる
　　【実施内容等　Total判定】 二次評価【部長評価】

部長名 島田昌男 担当部名 市長公室
確認

＜Total判定の根拠など、実施内容・方法に関する補足説明＞
秋田県美郷町は遠距離であるが、交流を推進する。

　各課の交流活動の把握と連携を図ることで、更なる充実が見込まれる。

確認

A:高い（義務） B:普通 C：低い

A:目標よりも大きな成果が得られた B:概ね目標の成果が得られた

C:目標とする成果が得られなかった

A:見直す余地があり直ぐに実施 B：見直す余地があるが時間が必要

C：見直す余地がない

このまま継続 改善して継続 休廃止 終了

増額 現状維持 減額



-

P１

款・項・目 020102広聴広報費

※事務事業コード／ 102010206 平成 23 年度 事務事業シート
部署名 部 市長公室 課 広聴広報課 事業年度期限 （平成 年度～平成

市民協働 行政主体
総合計画

コード

年度）

5312
新規／継続

（事業区分１）
継続

目　的
（成果）

市民生活の安定や地域の課題解決について広く意見を聴取し、開かれた市政の展開を目指す。

内　容
（概要）

市民提案制度により、まちづくりについての意見・提言をいただき、市政運営に反映する。
行政相談所を開設し、住民からの国・県などへの行政サービスに関連する苦情、行政の仕組みや手続きに関する問合せに対応する。

事業名 06広聴事業
会　計 一般会計

■事業費 (単位：円）
平成21年度 決算 平成22年度 決算 平成23年度 予算

事業内容

文書やメールにより意見・提言を受け回
答、ＨＰへの掲載も実施
春秋の行政相談週間に行政相談員が相
談所を開設

文書やメールにより意見・提言を受け回
答、ＨＰへの掲載も実施
春秋の行政相談週間に行政相談員が相
談所を開設

文書やメールにより意見・提言を受け回答、ＨＰへの掲
載も実施
春秋の行政相談週間に行政相談員が相談所を開設 【特記事項】

財源内訳

国庫支出金 国庫支出金 国庫支出金
県支出金 県支出金 県支出金

市債 市債 市債
その他 その他 その他

一般財源 73,242 一般財源 5,717 一般財源 8,000
計 73,242 計 5,717 計 8,000

歳出内訳

節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称

決算額計 73,242 決算額計 5,717

金額 うち臨時分
11 需用費 73,052 11 需用費 4,577 11 需用費 6,000
12 役務費 190 12 役務費 1,140 12 役務費 2,000

予算現額計 8,000
63,000 Ｈ22当初予算額 15,000 伸び率(％)

0
対・予 -46.7

人件費 職員人件費 0.3 人工 2,386,500 職員人件費
（参考） Ｈ21当初予算額

3,234,800 職員人件費 0.3 人工
対・決 39.9

2,735,980
総事業費 歳出+職員人件費 2,459,742 歳出+職員人件費 3,240,517 歳出+職員人件費 2,743,980

0.4 人工

無 有



　

■指標 P2
種類 指標名 単位 説明 平成21年度 平成22年度 平成23年度

活動
指標

市民提案制度の周知 回／年 広報誌等での周知数
目標 2

行政相談活動内容の紹介 回／年 委員や活動内容を広報誌やホームページで紹介した回数
目標

2 2
実績 2 2

2 2 2
実績 2 2

成果
指標

市民提案数 件／年 文書、メールによる市民からの提案件数
目標 20

行政相談数 件／年 相談件数
目標

20 20
実績 7 13

6 6 6
実績 6 2

■事務事業の点検
必要性の点検 ■課題と対応方策
　　　　法定受託事務であるなど、市が実施する義務がある

課題 　周知、広報を継続して行う必要がある。
　　　　事業を休廃止した場合、市民生活（行政サービスの提供）に深刻な影響が発生する
　　　　社会情勢の変化を踏まえても十分なニーズがある（ニーズを説明できる）
　　【必要性　Ｔｏｔａｌ判定】

次年度における
対応方策

（改善方策）

　広報誌、ホームページ等で市民提案制度や行政相談活動を紹介して
いく。

　＜Total判定の根拠など、必要性に関する補足説明＞

　市民の意見を広く聴く制度と法に基づく行政相談であり、引き続き取り組む必要がある。

目標達成状況の点検 中長期的な視
点での対応方

策
（改善方策）

　市民提案の内容を市政に反映させる。
　　    活動に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　    成果に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　  　 「取り組み方針（改善方針）」など指標に表れない事項について昨年度の目標は達成できた
　　【目標達成状況　Total判定】

■今後の方向性
一次評価　【課長評価】

　＜Total判定の根拠など、目的達成状況に関する補足説明＞ 評価者 根本　光男 担当課名 広聴広報課
　市民提案制度の周知や行政相談所の開設、紹介について、目標としていた活動が実施でき
た。

事業の方向性 　 （ 年後を目処）

実施内容・方法の点検
事業費の方向性

　　　　社会情勢やニーズの変化等を踏まえると、サービス対象・水準を見直す必要がある
　　　　当該事業の受益者が特定の個人や団体に偏っている 次年度の

取組方針
（改善方針）

　市民生活の向上を図るうえでも必要な業務であり、継続し周知と活用に
努めていく。

　　　　民間事業者やNP０などに任せられる業務がある
　　　　コストを下げる工夫が考えられる
　　　　成果を高める工夫が考えられる
　　【実施内容等　Total判定】 二次評価【部長評価】

部長名 島田昌男 担当部名 市長公室
確認

＜Total判定の根拠など、実施内容・方法に関する補足説明＞
多くの市民提案をいただき、市政運営に反映させる。　提案、行政相談ともに件数が少なく、苦情や要望があまりないと考えられるものの、周知に努め

ていく必要がある。

確認

A:高い（義務） B:普通 C：低い

A:目標よりも大きな成果が得られた B:概ね目標の成果が得られた

C:目標とする成果が得られなかった

A:見直す余地があり直ぐに実施 B：見直す余地があるが時間が必要

C：見直す余地がない

このまま継続 改善して継続 休廃止 終了

増額 現状維持 減額



-

P１

款・項・目 020102広聴広報費

※事務事業コード／ 102010207 平成 23 年度 事務事業シート
部署名 部 市長公室 課 広聴広報課 事業年度期限 （平成 年度～平成

市民協働 市民の関与
総合計画

コード

年度）

5311
新規／継続

（事業区分１）
継続

目　的
（成果）

市政に対する市民の理解と協力を得るため、市の施策や考え方を周知するとともに、市民に役立つ情報や市内での話題、出来事を提供する。

内　容
（概要）

「広報かすみがうら」を毎月２０日に定期発行、区長・常会長を通して各戸に配布し行政情報と市民の話題を広く提供する。
ホームページの効果的な運用により情報の伝達と市のＰＲを図る。

事業名 07広報事業
会　計 一般会計

■事業費 (単位：円）
平成21年度 決算 平成22年度 決算 平成23年度 予算

事業内容

広報誌を作成・発行
広報誌へ有料広告を掲載
メールマガジン記事の作成・配信（月２
回）、モバイル版の記事作成

広報誌を作成・発行
広報誌へ有料広告を掲載
メールマガジン記事の配信（月２回）
ホームページのリニューアル

広報誌を作成・発行
広報誌へ有料広告を掲載
メールマガジン記事の配信（月２回）
ホームページの内容調整

【特記事項】

財源内訳

国庫支出金 国庫支出金 国庫支出金
県支出金 県支出金 3,528,000 県支出金

市債 市債 市債
その他 その他 その他 800,000

一般財源 4,377,885 一般財源 4,050,631 一般財源 3,822,000
計 4,377,885 計 7,578,631 計 4,622,000

歳出内訳

節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称

決算額計 4,377,885 決算額計 7,578,631

金額 うち臨時分
09 旅費 8,340 09 旅費 7,800 09 旅費 13,000
11 需用費 4,104,720 11 需用費 3,653,981 11 需用費 4,202,000
13 委託料 100,800 13 委託料 3,618,720 13 委託料 91,000
14 使用料及び賃借料 90,825 14 使用料及び賃借料 217,980 14 使用料及び賃借料 218,000
19 負担金、補助及び交付金 73,200 19 負担金、補助及び交付金 80,150 19 負担金、補助及び交付金 98,000

予算現額計 4,622,000
5,836,000 Ｈ22当初予算額 8,619,000 伸び率(％)

0
対・予 -46.4

人件費 職員人件費 1.7 人工 13,523,500 職員人件費
（参考） Ｈ21当初予算額

18,600,100 職員人件費 2.1 人工
対・決 -39.0

16,898,700
総事業費 歳出+職員人件費 17,901,385 歳出+職員人件費 26,178,731 歳出+職員人件費 21,520,700

2.3 人工

無 有



　

■指標 P2
種類 指標名 単位 説明 平成21年度 平成22年度 平成23年度

活動
指標

わかりやすい誌面づくりと発行回数 回／年 ＤＴＰで誌面を作成し各行政区長を通じて市民へ配布
目標 12

メールマガジンの配信 回／年 月２回、記事を作成し配信
目標

12 12
実績 12 13

24 24 24
実績 17 41

成果
指標

情報量の拡大に対応する誌面の増加 ページ数 情報伝達のための増ページ
目標 264

メールマガジンの登録者数 人 新規登録者の増加
目標

264 264
実績 272 268

100 100 100
実績 71 352

■事務事業の点検
必要性の点検 ■課題と対応方策
　　　　法定受託事務であるなど、市が実施する義務がある

課題
　市民の声を反映しながら誌面の向上に努めているが、ＤＴＰの操作をは
じめ作成には技術が必要で、担当者の育成が重要な課題である。

　　　　事業を休廃止した場合、市民生活（行政サービスの提供）に深刻な影響が発生する
　　　　社会情勢の変化を踏まえても十分なニーズがある（ニーズを説明できる）
　　【必要性　Ｔｏｔａｌ判定】

次年度における
対応方策

（改善方策）
　各種研修等により、技術の習得と向上を図る。

　＜Total判定の根拠など、必要性に関する補足説明＞
　広報誌やホームページは、市政を円滑に推進するための情報発信媒体として欠くことができな
いものとなっている。
目標達成状況の点検 中長期的な視

点での対応方
策

（改善方策）

　より早くより見やすい情報提供に向けて、広報誌の効率的な作成や配布
体制の検討、ホームページの更新に努めていく。

　　    活動に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　    成果に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　  　 「取り組み方針（改善方針）」など指標に表れない事項について昨年度の目標は達成できた
　　【目標達成状況　Total判定】

■今後の方向性
一次評価　【課長評価】

　＜Total判定の根拠など、目的達成状況に関する補足説明＞ 評価者 根本　光男 担当課名 広聴広報課

　広報誌、ホームページ、メールマガジンとも、目標の発行や運用を行うことができた。 事業の方向性 　 （ 年後を目処）

実施内容・方法の点検
事業費の方向性

　　　　社会情勢やニーズの変化等を踏まえると、サービス対象・水準を見直す必要がある
　　　　当該事業の受益者が特定の個人や団体に偏っている 次年度の

取組方針
（改善方針）

　広報誌、ホームページとも見やすい正確な記事づくりに努め、取材や編
集、書き込み作業等の効率化を研究していく。

　　　　民間事業者やNP０などに任せられる業務がある
　　　　コストを下げる工夫が考えられる
　　　　成果を高める工夫が考えられる
　　【実施内容等　Total判定】 二次評価【部長評価】

部長名 島田昌男 担当部名 市長公室
確認

＜Total判定の根拠など、実施内容・方法に関する補足説明＞
幅広い広報活動により、市民周知を行う。

　記事内容のニーズの把握や見やすい誌面づくりに研鑽を重ねていく。

確認

A:高い（義務） B:普通 C：低い

A:目標よりも大きな成果が得られた B:概ね目標の成果が得られた

C:目標とする成果が得られなかった

A:見直す余地があり直ぐに実施 B：見直す余地があるが時間が必要

C：見直す余地がない

このまま継続 改善して継続 休廃止 終了

増額 現状維持 減額



-

P１

款・項・目 020110自治振興費

※事務事業コード／ 102011002 平成 23 年度 事務事業シート
部署名 部 市長公室 課 広聴広報課 事業年度期限 （平成 年度～平成

市民協働 行政の関与
総合計画

コード

年度）

5111
新規／継続

（事業区分１）
継続

目　的
（成果）

行政区や区長会の円滑な運営のため、住民自治の振興を図るとともに、市と市民の連携を推進する。

内　容
（概要）

行政区長を通じて市との連絡並びに情報交換を行い、市との連携を図る。地域の課題、住民の要望事項の集約と実現のため、要望を受付け回答をする。また、行政区が主体的に
地域集会施設を整備する場合に市が補助を行うことにより、地域社会の進展に寄与する。

事業名 02自治振興事業
会　計 一般会計

■事業費 (単位：円）
平成21年度 決算 平成22年度 決算 平成23年度 予算

事業内容
文書配布業務を行政区・自治会へ委託
行政区からの要望を随時受付け回答
地域集会施設整備への補助を実施

文書配布業務を行政区・自治会へ委託
行政区からの要望を随時受付け回答
地域集会施設整備への補助を実施

文書配布業務を行政区・自治会へ委託
行政区からの要望を随時受付け回答
地域集会施設整備への補助を実施 【特記事項】

財源内訳

国庫支出金 国庫支出金 2,797,000 国庫支出金
県支出金 県支出金 県支出金

市債 市債 市債
その他 2,500,000 その他 2,500,000 その他

一般財源 20,226,664 一般財源 20,100,578 一般財源 23,011,000
計 22,726,664 計 25,397,578 計 23,011,000

歳出内訳

節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称

決算額計 22,726,664 決算額計 25,397,578

金額 うち臨時分
01 報酬 9,655,000 01 報酬 9,705,000 01 報酬 9,905,000
11 需用費 4,989 09 旅費 34,600 09 旅費 30,000
12 役務費 14,800 11 需用費 4,428 11 需用費 5,000
13 委託料 5,978,875 12 役務費 14,800 12 役務費 15,000
19 負担金、補助及び交付金 7,073,000 13 委託料 6,079,750 13 委託料 6,250,000

19 負担金、補助及び交付金 9,559,000 19 負担金、補助及び交付金 6,806,000

予算現額計 23,011,000
20,352,000 Ｈ22当初予算額 32,225,000 伸び率(％)

0
対・予 -28.6

人件費 職員人件費 1.0 人工 7,955,000 職員人件費
（参考） Ｈ21当初予算額

6,469,600 職員人件費 0.8 人工
対・決 -9.4

6,437,600
総事業費 歳出+職員人件費 30,681,664 歳出+職員人件費 31,867,178 歳出+職員人件費 29,448,600

0.8 人工

無 有



　

■指標 P2
種類 指標名 単位 説明 平成21年度 平成22年度 平成23年度

活動
指標

市からの文書配布 回／年 広報誌や市からのお知らせ等の文書配布回数
目標 24

目標

24 24
実績 24 24

実績

成果
指標

行政区からの要望に対する回答の割合 ％ 市からの回答の件数／行政区からの要望件数
目標 100

地域集会施設整備費補助 件／年 補助金交付件数
目標

100 100
実績 100 100

3 3 3
実績 3 6

■事務事業の点検
必要性の点検 ■課題と対応方策
　　　　法定受託事務であるなど、市が実施する義務がある

課題
　各行政区からの要望が多く、回答の進行管理に注意が必要である。ま
た、住民自治が円滑に進められるよう、行政区の規模や業務等について
検討していく必要がある。

　　　　事業を休廃止した場合、市民生活（行政サービスの提供）に深刻な影響が発生する
　　　　社会情勢の変化を踏まえても十分なニーズがある（ニーズを説明できる）
　　【必要性　Ｔｏｔａｌ判定】

次年度における
対応方策

（改善方策）
　各課と調整し、要望から回答までの進行管理を的確に行う。

　＜Total判定の根拠など、必要性に関する補足説明＞
　区や区長は、地域内のコミュニティを高めるための自主活動などを行っており、地域生活の向
上と住民自治の推進、行政運営の円滑化などに大きな役割を担っている。
目標達成状況の点検 中長期的な視

点での対応方
策

（改善方策）

　行政区の充実を目指し、再編や改善点を検討していく。
　　    活動に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　    成果に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　  　 「取り組み方針（改善方針）」など指標に表れない事項について昨年度の目標は達成できた
　　【目標達成状況　Total判定】

■今後の方向性
一次評価　【課長評価】

　＜Total判定の根拠など、目的達成状況に関する補足説明＞ 評価者 根本　光男 担当課名 広聴広報課

　市からの連絡事項の周知伝達を図るとともに、地域の要望事項の聞き取りを行うことができた。 事業の方向性 　 （ 年後を目処）

実施内容・方法の点検
事業費の方向性

　　　　社会情勢やニーズの変化等を踏まえると、サービス対象・水準を見直す必要がある
　　　　当該事業の受益者が特定の個人や団体に偏っている 次年度の

取組方針
（改善方針）

　要望から回答までの進行管理を徹底し、区長業務の効率化を推進す
る。また、地域集会施設の整備については、引き続き助成を行う。

　　　　民間事業者やNP０などに任せられる業務がある
　　　　コストを下げる工夫が考えられる
　　　　成果を高める工夫が考えられる
　　【実施内容等　Total判定】 二次評価【部長評価】

部長名 島田昌男 担当部名 市長公室
確認

＜Total判定の根拠など、実施内容・方法に関する補足説明＞
住民自治の振興のためにも、市との連携を図る。　合併時の差などからくる行政区の再編については、各区の経過や地域性があり見直しに相当

の期間を要するため、区長会などをとおして検討していく。

確認

A:高い（義務） B:普通 C：低い

A:目標よりも大きな成果が得られた B:概ね目標の成果が得られた

C:目標とする成果が得られなかった

A:見直す余地があり直ぐに実施 B：見直す余地があるが時間が必要

C：見直す余地がない

このまま継続 改善して継続 休廃止 終了

増額 現状維持 減額



-

P１

款・項・目 020114諸費

※事務事業コード／ 102011402 平成 23 年度 事務事業シート
部署名 部 市長公室 課 広聴広報課 事業年度期限 （平成 年度～平成

市民協働 共催
総合計画

コード

年度）

3421
新規／継続

（事業区分１）
継続

目　的
（成果）

市民が主体となった国際交流を支援することで、外国人を含めた市民同士の相互理解の醸成と国際感覚あふれる人材を育成する。

内　容
（概要）

市民主体の国際交流を推進するため、国際交流推進団体の設立を支援する。
市民が行う国際交流及び海外派遣研修に参加する市民に対し、補助金を交付する。

事業名 02国際交流事業
会　計 一般会計

■事業費 (単位：円）
平成21年度 決算 平成22年度 決算 平成23年度 予算

事業内容
海外派遣への参加補助を実施
文化交流及びボランティア交流活動に対する補助を実
施 【特記事項】

財源内訳

国庫支出金 国庫支出金 国庫支出金
県支出金 県支出金 県支出金

市債 市債 市債
その他 その他 その他 1,200,000

一般財源 0 一般財源 0 一般財源 0
計 0 計 0 計 1,200,000

歳出内訳

節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称

決算額計 0 決算額計 0

金額 うち臨時分
19 負担金、補助及び交付金 0 11 需用費 0 19 負担金、補助及び交付金 1,200,000

19 負担金、補助及び交付金 0

予算現額計 1,200,000
1,200,000 Ｈ22当初予算額 1,209,000 伸び率(％)

0
対・予 -0.7

人件費 職員人件費 0.1 人工 795,500 職員人件費
（参考） Ｈ21当初予算額

1,617,400 職員人件費 0.2 人工
対・決 皆増

1,528,930
総事業費 歳出+職員人件費 795,500 歳出+職員人件費 1,617,400 歳出+職員人件費 2,728,930

0.2 人工

無 有



　

■指標 P2
種類 指標名 単位 説明 平成21年度 平成22年度 平成23年度

活動
指標

補助金の申請受付件数 件／年 団体又は個人から申請を受けた件数
目標 4

目標

4 4
実績 0 0

実績

成果
指標

補助金の交付件数 件／年 団体又は個人へ補助金を交付した件数
目標 4

目標

4 4
実績 0 0

実績
■事務事業の点検
必要性の点検 ■課題と対応方策
　　　　法定受託事務であるなど、市が実施する義務がある

課題
　組織を設立することで事業の推進が図られるものと思われる。
　また、市内の外国人登録が増加するなか、多文化共生の地域づくりが
課題となっている。

　　　　事業を休廃止した場合、市民生活（行政サービスの提供）に深刻な影響が発生する
　　　　社会情勢の変化を踏まえても十分なニーズがある（ニーズを説明できる）
　　【必要性　Ｔｏｔａｌ判定】

次年度における
対応方策

（改善方策）

　国際交流推進組織の設立を目指すとともに、地域住民の異文化に対す
る理解、コミュニケーションを高める事業を計画する。

　＜Total判定の根拠など、必要性に関する補足説明＞
　地域生活や職場などの国際化の流れのなか、国際的な感覚を持ち国際社会を理解できる人
材を育成することが必要である。
目標達成状況の点検 中長期的な視

点での対応方
策

（改善方策）

　地域住民の異文化理解の向上と国際的な人材の育成を図り、多文化共
生のまちづくりを推進する。

　　    活動に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　    成果に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　  　 「取り組み方針（改善方針）」など指標に表れない事項について昨年度の目標は達成できた
　　【目標達成状況　Total判定】

■今後の方向性
一次評価　【課長評価】

　＜Total判定の根拠など、目的達成状況に関する補足説明＞ 評価者 根本　光男 担当課名 広聴広報課

　国際交流事業の補助申請がなく、国際交流推進団体の設立にも至らなかった。 事業の方向性 　 （ 年後を目処）

実施内容・方法の点検
事業費の方向性

　　　　社会情勢やニーズの変化等を踏まえると、サービス対象・水準を見直す必要がある
　　　　当該事業の受益者が特定の個人や団体に偏っている 次年度の

取組方針
（改善方針）

　海外派遣事業の参加者などに呼びかけ、推進母体の設立を進めてい
く。また、交流事業等への助成については、様々な機会において広く周
知を図る。

　　　　民間事業者やNP０などに任せられる業務がある
　　　　コストを下げる工夫が考えられる
　　　　成果を高める工夫が考えられる
　　【実施内容等　Total判定】 二次評価【部長評価】

部長名 島田昌男 担当部名 市長公室
確認

＜Total判定の根拠など、実施内容・方法に関する補足説明＞
国際交流推進組織の早期設立を行う。

　国際交流を推進する組織を設立するなどして、事業の発掘や啓発を行う必要がある。

確認

A:高い（義務） B:普通 C：低い

A:目標よりも大きな成果が得られた B:概ね目標の成果が得られた

C:目標とする成果が得られなかった

A:見直す余地があり直ぐに実施 B：見直す余地があるが時間が必要

C：見直す余地がない

このまま継続 改善して継続 休廃止 終了

増額 現状維持 減額


